（様式１）

令和４年度産学情報通信関連技術データベース構築業務
質問書

令和　　年　　月　　日

	質問者
	事業者名
	

	
	担当者
連絡先
	担当者名：
電話番号： 
E-mail：

	質問内容
	


















　
提出期限：令和４年５月16日（月）正午まで
提出方法：電子メール（その他の方法による提出は受け付けられません。）
提出先：宮城県経済商工観光部産業デジタル推進課　産業デジタル推進第二班
E-mail：sandigi2@pref.miyagi.lg.jp



（様式２）

令和４年度産学情報通信関連技術データベース構築業務
企画提案参加表明書

令和　　年　　月　　日


宮城県知事　　村　井　嘉　浩　殿


所在地
参加表明者名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

このことについて，企画提案に参加することを表明します。

記

	事業者名
	

	業種
	

	主な事業内容
	

	担当部署名
	

	担当者連絡先
	担当者名：
電話番号：
ＦＡＸ： 


[bookmark: _GoBack]

（様式３）

令和４年度産学情報通信関連技術データベース構築業務
企画提案参加申込書

令和　　年　　月　　日


宮城県知事　　村　井　嘉　浩　殿


所在地
応募者名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

このことについて，下記のとおり関係書類を添えて申し込みます。

記
１　応募者の概要
	事業者名
	

	業種
	

	主な事業内容
	

	担当部署名
	

	担当者連絡先
	担当者名：
電話番号： 
E-mail：



２　添付書類
（１）企画提案書（任意様式）　　　　　　　　　８部
（２）企画提案資格要件に係る宣誓書（様式４）　１部
（３）参考見積書（任意様式）　　　　　　　　　８部
（４）応募者の概要がわかる資料　　　　　　　　８部（全ての参加者）
　（５）共同企業体届出書（様式５）　　　　　　　１部（共同企業体で参加の場合のみ）



（様式４）

令和４年度産学情報通信関連技術データベース構築業務
企画提案資格要件に係る宣誓書

令和　　年　　月　　日


宮城県知事　村　井　嘉　浩　殿


所在地
応募者名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　

令和４年度産学情報通信関連技術データベース構築業務委託に関する企画提案の応募にあたり，下記の全ての条件に該当し，応募資格を有していることを宣誓します。

記
１　宮城県内に活動拠点（本社又は営業所等）を有していること。
[bookmark: 物品調達等に係る競争入札の参加資格制限要領]２　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者でないこと。
３　この業務の募集開始時から企画提案書提出時までの間に，宮城県の「物品調達等に係る
競争入札の参加資格制限要領（令和２年４月１日施行）」に掲げる資格制限の要件に該当
する者でないこと。
４　宮城県県税並びに消費税及び地方消費税を滞納していないこと。
５　民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをしている者又は
再生手続開始の申立てがされている者（同法第33条第１項に規定する再生手続開始の決定
を受けた者を除く。）でないこと。
６　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てをしている者又は
更生手続開始の申立てがされている者（同法第41条第１項に規定する更生手続開始の決定
を受けた者を除く。）でないこと。
７　宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成20年11月１日施行）の別表各号に規定する措
置要件に該当しないこと。
８　政治団体（政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第３条に規定するもの）に該当し
ないこと。
９　宗教団体（宗教法人法（昭和26年法律第126号）第２条の規定によるもの）に該当しないこと。


（様式５）

共同企業体届出書

令和　　年　　月　　日　　


宮城県知事　村 井 嘉 浩　殿


所在地
応募者名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　

　このことについて，下記のとおり共同企業体の届出をします。
記
	共同企業体名
	

	代表構成員

	　令和４年度産学情報通信関連技術データベース構築業務企画提案募集について，下記の者と合同で参加します。なお，参加にあたっては，代表構成員として各構成員を取りまとめ，宮城県に対する企画提案応募及び契約に係る一切の責任を負うものとします。

１　住所

２　商号又は名称

３　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	構成員

	令和４年度産学情報通信関連技術データベース構築業務企画提案募集について，本届出書記載のとおり合同で参加します。なお，参加にあたっては代表構成員と連帯して責任を負うものとします。

１　住所

２　商号又は名称

３　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　






（様式６）

取　　下　　願

令和　　年　　月　　日

宮城県知事　村　井　嘉　浩　殿


所在地
応募者名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　


都合により，令和　　年　　月　　日付けで提出した令和４年度産学情報通信関連技術データベース構築業務に係る企画提案書を取り下げます。


（様式７）
令和４年度産学情報通信関連技術データベース構築業務に係る
共同企業体協定書

（目　的）
第１条　当共同企業体は，宮城県が発注する令和４年度産学情報通信関連技術データベース構築業務に係る業務委託（以下「本件業務委託」という。）を共同連帯して受託することを目的とする。
（名　称）
第２条　当共同企業体は，　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体（以下「当企業体」という。）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当企業体は，事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は，　　　年　月　日に成立し，その存続期間は令和５年３月１７日までとする。ただし，この存続期間を経過しても当企業体に係る本件業務の請負契約の履行後１２箇月を経過するまでの間は解散することができない。
２　前項の存続期間は，構成員全員の同意を得て，これを延長することができる。
３　当企業体が宮城県との間で本件業務について契約できなかった場合には，当企業体は前項の規定にかかわらず，宮城県が本件業務委託について他者と契約を締結した日に解散する。
（構成員の名称）
第５条　当企業体の構成員は，次のとおりとする。（支店の場合は支店名）
１　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者の名称）
第６条　当企業体は，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。
（代表者の権限）
第７条　当企業体の代表者は，本件業務委託の受託に関し，当企業体を代表して，次の権限を有するものとする。
（１）発注者及び監督官庁等と折衝する権限。
（２）代表者の名義をもって企画提案，見積，入札，契約の締結，委託代金，負担金の請求及び受領に関する権限。
（３）当企業体に属する財産を管理する権限。
（４）その他本件業務に関して必要となる一切の事項を執行する権限。
（業務の分担）
1. 各構成員の業務の分担及び分担業務の対価については，次条に規定する運営委員会で別に定めるところによるものとする。
（運営委員会）
第９条　当企業体は，構成員全員をもって運営委員会を設け，本件業務委託の遂行に当るものとする。
（構成員の責任）
第10条　構成員は，本件業務委託の契約の履行に関し，連帯して責任を負うものとする。
（構成員の経費の分配）
第11条　構成員はその分担業務の実施のため，運営委員会の定めるところにより必要な経費の分配をうけるものとする。
（共通費用の分担）
第12条　本件業務の履行中に発生した共通の経費等については，分担業務の価格の割合に応じて運営委員会で定めるものとする。
（構成員相互間の責任分担）
第13条　構成員がその分担業務に関し，宮城県，第三者又は他の構成員に与えた損害は，当該構成員がこれを負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第14条　構成員は，宮城県及び他の構成員全員の承認がなければ，本協定書に基づく権利義務を第三者に譲渡することはできない。
（受託途中における構成員の脱退に対する措置）
第15条　構成員は，発注者及び他の構成員全員の承認がなければ当企業体が本件業務委託を完成する日までは脱退することができない。
２　構成員のうち受託途中において前項の規定により脱退した者がある場合は，発注者の指示に従い本件業務委託を完成する。
（受託途中における構成員の破産又は解散に対する処置）
第16条　構成員のうちいずれかが受託途中において破産又は解散した場合は，残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完成させるものとする。
（解散後の契約不適合責任）
第17条　当企業体が解散した後においても，成果品について契約の内容に適合しないことが判明した場合は，各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書の定めのない事項）
第18条　この協定書に定めのない事項については，運営委員会において定めるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか　　　　　　　　　　　　　社は，
上記のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体協定を締結したので，その証拠としてこの協定書　　通を作成し，各通に構成員が記名押印し，各自所持するものとする。

令和　　年　　月　　日

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　







※必要に応じて，内容を追加・修正して構いません。

